
第99回　アスファルトゼミナール開催のご案内

一般社団法人　日本アスファルト協会

拝啓　時下ますますご清栄の段、お慶び申し上げます。
当協会主催の「アスファルトゼミナール」を下記要領にて開催致します。
皆様、お誘い合わせの上ご参加くださいます様お願い申し上げます。
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一般社団法人 日本アスファルト協会
一般社団法人 日本道路建設業協会、一般社団法人 日本アスファルト乳剤協会
一般社団法人 日本改質アスファルト協会、一般社団法人 日本アスファルト合材協会
国土交通省
2022年２月25日（金）
オンラインと実開催のハイブリッド形式
【実開催会場】 国立オリンピック記念青少年総合センター
 センター棟417（セミナーホール） 
 〒151-0052 東京都渋谷区代々木神園町３－１
 ☎03－3469－2525

裏面「プログラム」をご覧下さい。
2021年12月20日（月）より下記ホームページの申し込みフォーム
にてお申し込み下さい。（申込締め切り：2022年２月18日（金））
http://www.askyo.jp/zemi/
折返しE-mailにて参加受講券または視聴URLをお送りいたします。
※実会場参加のお申込みは、定員になり次第終了させていただきます
キュービシステム株式会社　アスゼミ担当　村井まで
☎03－5577－7199　　E-mail: asphalt@qbs.co.jp
コスモ石油マーケティング株式会社　販売部　伊藤まで　☎03－3798－3131
無料
会場（100名予定）／オンライン（300名）
公益社団法人土木学会の継続教育（CPD）プログラムとして認定されました。
認定番号　JSCE21-1490　5.9単位
※オンライン参加者の単位取得には感想文の提出が必須となりますのでご注意ください。
当日の参加受付はできませんので、必ず上記方法でお申し込み下さい。

※会場定員は100名（予定）とさせていただきます（先着順）
※新型コロナウイルス感染症の拡大状況によっては、オンライン形式のみとさせて
　頂く場合がございます。その場合は、実会場参加にお申込み頂いた方宛にメール
　にてご連絡させていただきます。

▲アクセスはこちら

▲申し込みフォーム
はこちら



プログラム

－舗装に関わるカーボンニュートラルの取組み－

2022年２月25日（金）　10：00～ 17：15  （敬称略）

１．挨拶  10：00～ 10：05
一般社団法人日本アスファルト協会　代表理事 　三　舩　善　和

２．挨拶  10：05～ 10：10
一般社団法人日本アスファルト協会
　舗装技術分科会　委員長 　三　浦　真　紀

３．アスファルトの供給体制について  10：10～ 10：40
一般社団法人日本アスファルト協会　 　伊　藤　健太郎

４．道路行政をめぐる最近の話題について  10：40 ～ 11：25
国土交通省道路局企画課　道路経済調査室長 　渡　邊　良　一

５．道路行政におけるカーボンニュートラル施策  11：25～ 12：00
国土交通省道路局環境安全・防災課　交通安全政策分析官 　真　田　晃　宏

（休憩　12：00～ 13：00）

６．走行中のワイヤレス給電に対応したEV開発について  13：00～ 13：40
東京大学　大学院新領域創成科学研究科
　先般エネルギー工学専攻教授 　藤　本　博　志

７．アスファルトのリサイクル技術  13：40～ 14：20
国立研究開発法人土木研究所
　先端材料資源研究センター　上席研究員　 　新　田　弘　之

８．アスファルト混合物製造時におけるCO2削減策  14：20～ 15：00
一般社団法人日本道路建設業協会　委員 　坂　本　康　文

（休憩　15：00～ 15：15）

９．植物由来の舗装技術  15：15～ 15：55
東亜道路工業株式会社　技術部技術研究所　主任研究員 　曲　　　　　慧

10．低炭素舗装の実現に貢献するアスファルト乳剤技術  15：55～ 16：35
日本アスファルト乳剤協会技術委員 　永　原　　　篤

11．脱炭素社会に寄与するポリマー改質アスファルトについて  16：35～ 17：15
日本改質アスファルト協会技術委員 　鷹　本　丈　裕

※内容については変更の可能性がございます
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石油アスファルト需給動向と将来展望について
(Supply and Demand Trends and Future Outlook for Petroleum Asphalt)

出光興産株式会社　機能舗装材事業部　営業企画課　浅野一哉

　近年，石油製品を取り巻く環境は，新型コロナウイルスの感染拡大による需要減やカーボンニュートラル宣言など，目
まぐるしく変化している。今回，これらがアスファルトの需給に及ぼす影響・可能性について言及させていただきたい。

１．石油産業を取り巻く環境
1. 1　原油価格動向
原油価格が石油産業のコストに与える影響は非常に
大きい。アスファルトも原油精製による生産品である
ことからアスファルトに携わる者は原油価格動向を注
視する必要がある。ここでは2019年から足元までの原
油価格動向について説明を行う。
原油価格を左右する要因は大きく３つに分けられ
る。地政学リスク，経済・金融環境，そして需給バラン
スである。この中でもとりわけ重要な要素となるの
は需給バランスであり，原油価格推移は需給バランス
から読み解く事が出来る。表－１に世界の原油需給バ
ランス見通しを示した。この需給バランスに大きな影
響を与えているのは新型コロナウイルスの感染拡大と

OPEC+（OPEC加盟国と非加盟の主要産油国で構成）
の協調減産だ。これらを順に説明する。
2020年は新型コロナウイルスの拡大と，世界経済の

低迷により消費活動が抑えられ，原油需要が抑えられ
る結果となった。表－１をみると2020年は前年から
880万BD需要が落ちた一方で，供給の削減は600万
BDとなり供給が需要を大きく上回り，原油価格を押
し下げる事となった。2021年は，新型コロナワクチン
普及による経済回復の影響もあり，需要は2020年か
ら530万BDまで回復する一方で，供給はOPEC+の協
調減産による影響もあり需要を賄うほど増えていない。
そのため，2021年は需要が供給を上回り，原油価格を
押し上げる事となった。
ここでWTI原油価格を図－１に示す。供給過剰と

表－１　世界の原油需給バランス見通し

図－１　WTI原油価格

※国際エネルギー機関（IEA）の2021年9月報を基に当社作成

※各種公表データを基に当社作成

単位：百万BD 19年 20年 21年1Q 21年2Q 21年3Q 21年4Q 21年 22年
世界需要 99.7 90.9 93.4 95.1 97.2 98.8 96.2 99.4

世界供給
非OPEC 65.1 63.1 61.9 63.5 64.1 65.3 63.7 66.7
OPEC 34.9 30.9 30.4 30.8 32.8 33.6 32.0 35.3
供給計 100.0 94.0 92.3 94.3 96.9 98.9 95.7 102.0
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なった2020年４月は更に価格が下落し，４月20日に
はWTI原油先物において史上初となるマイナス価格
が観測されるという事態にもなった。その後OPEC+
は最大で970万BDの協調減産で合意し，供給過剰状
態が収まり40ドル前後で推移すると，2020年10月以
降は需給バランスのタイト感が浸透することにより再
び原油価格が上昇に転じている。この傾向は2021年以
降も続いている。
1. 2　国内石油製品の需給
石油連盟発行の『今日の石油産業2020』によると，
石油製品需要はピークの1999年度に比べ2019年度は
34%減となっている。また，経済産業省の調査会がま
とめた2025年度までの石油製品需要は，2019年度か
ら更に10％減になる見通しとなっている。これらは少
子高齢化や人口減といった社会構造的な変化に加え，
カーボンニュートラルによる電力や産業部門での脱炭
素化の加速や電気自動車や燃料電池自動車の普及によ
るガソリン自動車の減少といった影響によって起こっ
ており，今後も減少傾向が続くと想定される。
石油製品需要が減れば，当然ながら石油メーカーは
原油処理量を減少させる，つまりは石油製品の製造量
を絞ることになる。そして一定量以上製品需要が減れ
ば，製油所の安定的な稼働が困難となり，製造拠点を
集約する必要が出てくる。こういった流れを促したの
が2009年７月に成立したエネルギー供給構造高度化
法（以下，「高度化法」）である。高度化法はエネルギー
供給事業者による①非化石エネルギー源の利用②化石
エネルギー原料の有効な利用，の２点を目的としてい
る。現在，第１～３次告示までなさ
れており，それぞれの内容は以下
のとおりである。
●第１次告示（2010. 4～2014. 3）
常圧蒸留装置に対する重質油
分解装置の装備率を10%（2010
年当時)から13%に引き上げる
よう義務付け。
●第２次告示（2014. 4～2017. 3）
第１次勧告より分解装置の対
象を広げ45%（2014年３月末）
から50%（2017年３月末）まで
引き上げることを義務付け。
●第３次告示（2017. 4～2022. 3）
重質油分解装置の有効活用，
重質油分解能力の向上を促すた

め，2017～2021年度の５年間で，同装置への減圧残
渣油の通油量の増加を図る。
第１，２次告示では分解装置の装備率引き上げが求

められた事で，事実上設備の廃棄が求められたのと同
義であった。図－２に示すとおり，結果として第１次
告示への対応では常圧蒸留装置能力の20%にあたる90
万BDが削減され，更に第２次告示への対応では10%
にあたる40万BDが削減された。これらによって2008
年比で2017年の原油精製能力は28%減の350万BDま
で削減された。このようにして石油メーカーは製油所
の稼働率を向上させ，石油製品の安定供給に努めた。
しかしながら2020年は新型コロナウイルスによる

需要減，特にジェット燃料の需要の落ち込みが激しく，
石油メーカーは需要が減少したジェット燃料の生産
に合わせた製油所の稼働を余儀なくされた。その結果，
図－３に示すとおり2020年以降の国内の製油所での
原油処理量は新型コロナウイルス前の2019年度を比
較して圧倒的な低水準となっている。2021年度は2020
年度ほどの処理量の低下とはなっていないが，2019年
度比約79％と低い水準となっている。次の章ではその
中でも特にアスファルトの需給にスポットを当てる事
とする。

２．アスファルトの供給体制
2. 1　国内におけるアスファルトの需要
道路舗装に用いられるストレートアスファルトは

主にアスファルト合材の原料として使用されている。
図－４の左側に1990年以降の合材需要，右側にアス

図－２　第1次・第2次告示対応における常圧蒸留装置能力削減量
※各種公表データを基に当社作成
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ファルト需要を示す。1990年度に7,700万トンあった
合材製造量は2020年度には3,900万トンと約半分と
なっている。一方でアスファルトの需要は1990年度
比で1/3となっており合材よりも減少幅が大きい。こ
れは環境負荷低減などを目的とした再生合材の活用
が進んでいる事に起因している。つまり再生骨材に
付着しているアスファルトを有効活用することで新
アスファルトの使用量を低減出来ているわけである。
1990年度では全合材における再生合材の比率は８%
程度であったが，2020年度では74%に上っており，こ
こ30年で飛躍的に再生合材の使用割合が増えている。
今後のアスファルト需要としては，既に十分活用が

進んでいる再生合材の割合は極端に増える事は無いも
のの，国土交通省の発表している道路関係予算は増加
傾向にあり，底堅い需要が想定される。また，2020年
度に閣議決定された「防災･減災､国土強靱化のため
の５か年加速化対策」により，2025年度までは特に底
堅い需要が想定される。
2. 2　今後のアスファルト供給環境
2020年度の国内ストレートアスファルトの需要は

2019年度比107％の約145万トンであった。先に述べ
たとおり，国内の2020年度の原油処理量は2019年度
比79％と低稼働の中，図－５に示すとおり国内生産量
は2019年度比125％と国内石油メーカーはアスファル

図－３　国内の原油処理量と製油所稼働率

図－４　合材需要とアスファルト需要の推移
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トの安定供給に努めてきた。国
内生産量が需要以上に増えた
要因としては，輸入量が減っ
たことである。ここ数年日本
は国内需要の約30％を韓国か
らの輸入に頼っていたが，2020
年度は輸入量が減り約20％と
なった。
韓国からの輸入が減った背

景としては，新型コロナウイル
スの拡大による原油処理量の減
少，IMO規制対応に伴う大型の
重質油分解装置導入および需
要の多い中国等への輸出シフト
が考えられる。新型コロナウイ
ルスの影響に関しては国内石油製品需要で触れている
ため割愛させていただき，IMO規制および東アジアの
アスファルト需給に関して，触れさせていただきたい。
IMO規制は国際海事機関が決定した，海洋汚染防止

を目的に船舶用に利用されている燃料油の硫黄分濃度
上限を3.5%から0.5%に引き下げるものである。これ
によりHSC重油とHSA重油が規制対象となり，2020
年１月１日以降はIMO規制対応油を使用しなければ
ならなくなっている。IMO対応油はHSC重油に比べ
ストアス留分が低いため，IMO規制はアスファルト生
産量を増やす要因と捉えがちだが，必ずしもそうとは
限らない。何故なら１章で説明した高度化法の第3次
告示により分解装置への通油量を増やす事が求められ
ており，これはアスファルト生産量が減る要因となる
からである。
韓国では，上記IMO規制に対応するため大型の重
質油分解装置が導入された。韓国大手石油メーカーが
2020年より稼働開始した分解装置は年間200万KL以
上もの通油量を誇り，相当量のアスファルト留分が処
理されているものと思われる。そのため，韓国のアス
ファルト生産量は2019年度と比較して減少している
と考えられる。また，韓国は日本以外にも中国・オー
ストラリア等へアスファルトを輸出しており，需要が
旺盛で販売価格の高い中国等へシフトしていることも
考えられる。そのため，アスファルトに関しても，今
後は原油価格動向以外にも，東アジアを中心とした国
際市況の影響も考慮していく必要性が出てくる可能性
がある。なお，今後の石油製品需要動向や国際市況・
国内市況の価格差等により変化していくため引き続き

注視していく必要がある。
以上から国内における2021年の需給は，需要は底堅

く見込まれるものの供給においては国内生産減少およ
び韓国からの輸入量減少の可能性があり，2020年同様
引き続き供給ショートとなる事が見込まれる。しかし
ながらアスファルトは交通インフラを支える極めて重
要な資材であり，生産・流通・消費のそれぞれの立場
のものが安定供給という使命に向け一致団結していく
必要がある。特に，既に流通ではアスファルトローリー
を所有する運送会社の廃業が散見されているが，事業
継続性が無ければ安定供給を全うする事が非常に困難
であることは明白である。今後更にそれぞれが継続性
のある事業となるよう健全な経営基盤を確保するとと
もに労働環境の改善を図り，設備のメンテナンスや人
材の確保に力を入れていく必要がある。

３．おわりに
新型コロナウイルスにより人々の暮らしは様変わ

りしており，石油産業においても製油所稼働率が激減
するなど大きな変化が起きている。しかしながら今後
も道路舗装の需要が無くなる事はなく，暮らしや日本
の経済を支える道路舗装用材料としてアスファルト合
材や舗装用アスファルトの重要性は不変である。こう
いった変化の局面だからこそ，業界関係者はお互いの
立場を理解しつつ相互に協力し合い，アスファルトの
安定供給体制構築に取り組んでいきたい。
また最後に，我々石油メーカーは今後もアスファル

トの安定供給という社会的責任および役割を全うし，
日本の経済発展に貢献していきたい。

アスファルト　供給量
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１．はじめに
我が国は，2020年10月に，2050年までに温室効果

ガスの排出を全体としてゼロにする，すなわち2050年
カーボンニュートラル，脱炭素社会の実現を目指すこ
とを宣言している。この中間的目標として，2030年度
に温室効果ガスを2013年度から46％削減することを目
指すことも表明している。これらは非常に高い目標で
あり，現在，目標の達成のために様々な分野で対応策の
検討が進められている。
舗装分野においても，当然カーボンニュートラルに

向けた取り組みを急いで進める必要がある。特に，ア
スファルト舗装は，加熱したアスファルト混合物を施
工しているところを街中で見たり，またアスファルト
が石油由来であることから，一般の方から二酸化炭
素（以下，CO2）を多く排出するイメージを持たれるこ
ともある。このため，アスファルト舗装に関するCO2
排出について正しい知識が必要である。しかし，CO2
排出は直接的な排出だけでなく，間接的な排出もあ
り，正しい排出量はなかなか感覚ではわからない。一
方，これまでに舗装のCO2排出量について，計算方法
や原単位の例１）が示されており，計算に利用できる統
計データも公表され，目的に応じて試算もできるよう
になっている。

そこで，ここでは，アスファルト舗装とCO2の排出
の関係について試算した例などを紹介し，現在の状
況を理解するとともに，試算結果に基づいてカーボン
ニュートラルに向けた技術の方向性などについて考察
する。

２．日本のCO₂排出量と道路分野での取組み
日本の2019年度の温室効果ガスの総排出量はCO2

換算で12億1300万トン（CO2のみの排出量は11億
800万トン）であり，これは2013年度の総排出量の14
億1000万トンと比べて14%の減少となっている２）。ま
た，2019年度のCO2排出の内訳につては国土交通省の
資料３,４）より図－1に示すとおりとなっている。18.6%
が運輸部門からの排出となっており，その86%の1億
7700万t-CO2／年が自動車に起因している。また，道
路照明などの電力消費で約140万t-CO2／年，生コンク
リート製造に関する排出で約180万t-CO2／年，道路工
事にかかる排出が約300万t-CO2／年と試算されている。
このため，国土交通省からは，カーボンニュートラ

ルに向けた道路分野の取組として，電動車普及に向け
た環境整備やスマート交通・グリーン物流の推進，道
路インフラの省エネ化・グリーン化，グリーンインフ
ラの整備などが示されている３,４）。

アスファルト舗装に関する二酸化炭素排出量について
(Carbon Dioxide Emissions from Asphalt Pavement )

新　田　弘　之*

我が国は，2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする，2050年
カーボンニュートラルの実現を目指すことを宣言している。舗装分野においても，
当然カーボンニュートラルに向けた取り組みを急いで進める必要がある。この検討
を進めるにあたり，アスファルト舗装に関する二酸化炭素排出について正しい知識
が必要である。しかし，二酸化炭素排出は直接的な排出だけでなく，間接的な排出も
あり，正しい排出量は感覚ではわかりにくい。そこで，ここでは，アスファルト舗装
と二酸化炭素の排出の関係について試算した例などを紹介し，現在の状況を理解す
るとともに，試算結果に基づいてカーボンニュートラルに向けた技術の方向性など
について考察する。

特集・カーボンニュートラル

 * にった　ひろゆき　国立研究開発法人　土木研究所　先端材料資源研究センター　上席研究員
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３． アスファルト舗装工事に関するCO₂排出
舗装に関するCO2排出量については，日本道路協会
より「舗装の環境負荷低減に関するガイドブック」１）

が出版されており，ここに計算方法が示されていくつ
かの試算例が掲載されている。延長530m，幅員10m，
舗装厚55㎝，アスコン層10㎝のアスファルト舗装道
路を新設した場合と，10㎝を切削オーバーレイした場
合の二酸化炭素排出量を図－2に示す。ここでの二酸
化炭素排出量は，舗装材料の製造や道路工事から直接
的に排出されるものに加えて，原料を採掘して加工し，
運搬する際の排出や，その際の事務所等での排出など，
間接的な排出も含めたものとなっている。
新設した場合，延長530mで約230tのCO2が排出さ
れると試算されている。また，切削オーバーレイで10㎝
のアスコン層を打換えた場合，約100tのCO2排出と
なる。図では資機材の輸送，現場での重機の運転，材
料製造に係るCO2排出を分けているが，新設でも切削
オーバーレイでも約80%を材料関係からのCO2排出
が占めているのが分かる。したがって，アスファルト
舗装工事に関するCO2排出量を抑えるには材料関連の
排出を抑える方法を開発すると効果的であるといえる。

４．アスファルト混合物製造に関するCO₂排出
4. 1　アスファルト混合物製造に関する総CO₂排出量
アスファルト混合物製造に関するCO2排出量につい

ては，（一社）日本アスファルト合材協会より，各材料
の年間使用量５）や各プラントからの製造に関するCO2
排出量６）が公表されていることから，これらのデータ
と「舗装の環境負荷低減に関するガイドブック」１）の

材料のCO2排出原単位を用いることで概ね推計できる。
2005～2020年度の排出量を推計した結果を図－3に
示す。2005年度に約360万t-CO2の排出量であったが，
2020年度では約270万t-CO2と15年で約25%減少して
いる。減少の要因としては，生産量が減少したことの
影響が最も大きい。
2050カーボンニュートラルに向けて，2030年には
2013年の46%減を目標としていることから，図－3に
は46%（約170万t-CO2）減の値を点線で示した。もし
も製造量がこの15年（2005年から2020年）と同じよ
うに減少していくと仮定すると，2030年は単純計算
で225万t-CO2程度の排出量となり，これは2013年度

図－２　 アスファルト舗装工事に関するCO2排出量
 の試算例
 （文献1）のデータを基に作図）

図－３　 アスファルト混合物製造に関する
 総CO2排出量
 （文献1，5，6）のデータ等を基に試算）
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と比較して28%減程度であり，46%減の目標を大幅に
下回ると予想される。したがって，生産量減少だけの
CO2排出削減では厳しい状況であり，新たなCO2削減
技術に取り組まなければならないと考えられる。
図－3では排出の内訳をアスファルト合材プラン

トでの製造に伴う排出を製造合計，骨材やアスファル
トの輸送に伴う排出を輸送合計，骨材やアスファルト
の原料採掘から製造に伴う排出を材料合計，として示
している。年度によって排出量は異なるが，それぞれ
の割合は大きな変動はなく，プラントでの製造に伴う
CO2排出量が6割近くを占めていることが分かる。し
たがって，製造に伴うCO2排出を抑える技術を開発し
ていくことが最も効果的ということが分かる。
4. 2　 新規アスファルト混合物，再生アスファルト混

合物のCO₂排出量
⑴　アスファルト混合物種類による排出量の違い
アスファルト混合物の種類によるCO2排出量の違

いについて図－4に示す。ここではすべて密粒度アス
ファルト混合物（以下，密粒度As）とし，新規アスファ
ルト混合物として改質アスファルトⅡ型（以下，改質
Ⅱ型）およびストレートアスファルト（以下，ストアス）
を用いたもの，それに再生アスファルト混合物（以下，
再生As）で，再生骨材配合率60%のものについて示す。
まず，密粒度As（ストアス）と再生密粒Asを比較す
ると，再生密粒Asの方が約10%排出量が少なくなっ
ている。内訳をみると再生密粒Asは製造によるCO2排
出量が66%と非常に高い割合を示しているが，材料に
よるCO2排出は14%と低い。これは，再生では，骨材ド
ライヤが２機（新規用と再生用）ついた併設加熱型の
プラントについて計算していることや，再生混合物の
方が加熱温度が少し高いことによるものと考えられる。
また、材料由来のCO2排出が少なくなっているのは，
原料であるアスファルト塊が比較的プラントの近くで
発生し，輸送距離が新規骨材と比べて短いこと，破砕
のエネルギーも新規骨材と比べて小さいことなどが要
因と考えられる。したがって，CO2排出抑制に再生を
進めることは役立つものと考えられる。しかし，すで
に再生アスファルト混合物が全アスファルト混合物生
産の75%を超える状況にあり，これ以上再生アスファ
ルト混合物の割合を増やすことは難しいものと考えら
れる。再生では製造に関するCO2排出割合が高いこと
から，製造方法のより一層の工夫が必要と考えられる。
また，改質Ⅱ型とストアスを比較すると改質Ⅱ型は

ストアスより4割程度排出量が多くなっている。これ

はすべて改質アスファルトとストレートアスファル
トの差によるもので，改質アスファルトに添加する改
質剤のCO2排出原単位が大きいことによる。新規ア
スファルト混合物の出荷割合は25%程度であること
から，全体に対しての影響は再生ほどではないものの，
新規アスファルト混合物のほとんどが改質アスファル
トを使用していることから，CO2排出量削減には，よ
りCO2排出量が少ない改質剤の検討も必要であると考
えられる。
⑵　生産量を考慮した総CO2排出量
アスファルト混合物の種類による排出量は新規より

も再生の方が少ないものの，それぞれの生産量は違う
ので，生産量を考慮したCO2の総排出量を試算した結
果を図－5に示す。年度によって排出量が違うが，概
ね再生が7割，新規が3割程度を占めているのがわか
る。再生混合物の割合が年々上昇してきていることを
考えると，再生と新規の比率が年度によって大きな変
動がないのは，新規混合物はより改質アスファルトの
使用割合が上昇してきていることが影響していると考
えられる。したがって，⑴で述べたとおり，再生混合
物の製造におけるCO2排出抑制対策の推進とCO2排
出原単位が小さい改質剤の選択などが総CO2排出量削
減に効果的と考えられる。
なお，試算は文献１）のアスファルト混合物のCO2

排出原単位と文献５）のアスファルト混合物製造量を
用いて行った。文献１）にはすべての混合物種が網羅
されていないので，必要に応じて独自に原単位を作成

図－４　 アスファルト混合物種類によるCO2排出量
の違い（800t製造当たり）

  （文献１）のデータを基に一部独自の計算を
加えて作図）
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した。また，製造に伴うCO2排出量は，プラント設備
の違いや材料の状態，季節などにより異なるが，あく
までも文献１）で例示されている排出量を用いた。さ
らに，常温合材については参考になる計算方法が見
当たらなかったため，計算から除外した。このため，
図－3で示した総CO2排出量と異なり，概ね1割低い
値となっている。

5．おわりに
2050年カーボンニュートラルが宣言されてからは，

これに向けた行動の方向性について各方面で議論が活
発化している。舗装関係では，日本道路建設業協会新

技術開発部会の中間報告として公表されている７）。こ
こでは脱酸素社会に役立つ舗装関連の技術・工法が
一覧としてまとめられており，混合物では中温化アス
ファルト混合物や常温アスファルト混合物が取り上げ
られている。またアスファルトプラントでは都市ガス，
バイオマス燃料，エマルジョン燃料など燃料の代替技
術，施工機械では電化，ハイブリッド化などが取り上
げられている。さらに，プラントメーカーからは骨材
加熱用に水素燃料，アンモニア燃料，電化などの技術
ロードマップが示されるなど，舗装分野での取り組み
や将来像などが紹介されている８）。
本稿では，CO2排出について，国内総排出量や舗装分

野からの排出量などを紹介するとともにCO2排出削減
効果が高い技術部分について考察した。その結果，アス
ファルトプラントにおける二酸化炭素削減の技術開発
が最も効果的であり，特に再生技術に関するものが効
果的とした。また，ポリマー改質アスファルトのように
CO2排出原単位の大きい素材を用いるものでは，素材
の排出量も考慮すると効果の高い対策が取れるものと
考えられた。しかし，カーボンニュートラルは極めて高
い目標であり，ここに挙げた工程や材料だけを低炭素
化しても到達することはできず，あらゆる角度から低
炭素化の検討を進める必要があるのは言うまでもない。
なお，CO2排出量の試算にあたっては，文献１）の原
単位を用いたが，年度による原単位の違いを考慮して
いない。このため，排出量の算出において不正確な部
分があることはご容赦いただきたい。データを見るに
あたっては，全体的な変動や比率に重点をおいて見て
いただければ幸いである。

１） 日本道路協会舗装委員会：舗装の環境負荷低
減に関するガイドブック，（公社）日本道路協会，
2014.1
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図－５　 新規および再生アスファルト混合物製造に関
する総CO2排出量

  （文献１）のデータを基に一部独自の計算を
加えて作図）
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１．はじめに
2021年10月現在，新型コロナウイルス感染症の世界
的拡大により，当社の主力の燃料油事業は大幅な需要
減少に見舞われております。また，後に述べる世界的
な気候変動対応の気運により，世界各国がグリーンリ
カバリーを志向し，これまで以上に脱炭素化が加速す
ることが想定されます。一方で国内外のエネルギー需
要は，新型コロナウイルスの影響により足元は大きく
低迷しておりますが，中期的には安定することも見込
まれ，当面，化石燃料を安定供給することが当社の責
務のひとつと考えます。
他方，地球環境問題に目を移しますと，2015年のパ

リ協定締結（COP21）を契機に，世界的な気候変動問
題への対応について国際的な枠組みが形成されました。
主要国が脱炭素にむけて本格的に始動したと言えます。
その後，2018年のIPCCによる「1.5℃特別報告書」等
を踏まえて，各国がカーボンニュートラルの実現をコ
ミットするなか，2020年10月，当時の菅義偉首相の所
信表明演説において，日本でも「2050年カーボンニュー
トラル」が宣言されました。
化石燃料をベースに100年超にわたって人々の暮ら
しや産業に不可欠なエネルギーの安定供給という社
会的使命を果たし，様々な国や地域の人々とともに成
長を遂げてきた当社にとって，世界的な気候変動問題

は必ずや解決しなければならない社会課題ととらえ
ています。

２．出光グループのカーボンニュートラル
2. 1　2050年カーボンニュートラルへの挑戦
CO2排出量削減は，化石燃料ビジネスを主体とする

当社においても最重要課題と認識しています。かかる
状況を踏まえ，当社は2050年までに，自社操業に伴う
排出量（Scope1+2）のカーボンニュートラル（＝CO2排
出量ネットゼロ）を目指します。（なお，出光ではカー
ボンニュートラルに向けての変革を「CNX」と呼んで
おり，これはCarbon Neutral Transformationの略語
になります。）
また，自社操業に伴うCO2排出量削減はもちろん

のこと，顧客ニーズを的確に把握しながら，バリュー
チェーン全体でのCO2排出量（Scope3）削減にも取り
組んでまいります。SDGsの７番目の項目である「エネ
ルギーをみんなに，クリーンに」という難題へ正面か
ら挑戦していきます。
自社操業に伴うCO2排出量（Scope1+2：2019年度

で12.9百万トン）削減の具体的方策ですが，当社グ
ループのCO2の主たる排出源である，製油所・事業所・
工場等からの排出量削減の活動を中心に対応していき
ます。省エネ活動の更なる推進の他，石炭ボイラーで

石油産業のカーボンニュートラルへの取組み事例
－出光興産グループの取組み－

(Action for Carbon Neutral in Petroleum Industry
~Idemitsu group’s Challenge to Carbon Neutral Transformation~)

吉　田　雄　亮*

2015年のパリ協定締結を契機に世界の主要国が脱炭素に向けて本格的に始動し，
国内でも2020年10月に「2050年カーボンニュートラル」が宣言されました。人々の
暮らしや産業に欠かせないエネルギー・素材の供給を担ってきた出光グループも，
2050年のカーボンニュートラル実現を目指していきます。
この達成に向け，2050年に向けてエネルギー・マテリアルトランジションを通じ
た事業ポートフォリオ転換を推進するとともに，製油所・事業所のCNXセンター化
をはじめとした様々な打ち手に積極的に取り組んでいきます。

特集・カーボンニュートラル

 * よしだ　ゆうすけ　出光興産株式会社　技術・CNX戦略部CNX戦略室



10 ASPHALT

のバイオマス燃料やアンモニアの混焼，事業所・事務
所で利用している電力のゼロエミッション化を積極的
に推進してまいります。こうして排出量を極限まで低
減しながら，それでも残余してしまう排出量について
は，植林，CCS等を含めた，いわゆるネガティブエミッ
ション技術／手法を用いて除去することで，CO2ネッ
トゼロの実現を目指します。
当社グループは，製油所・事業所・工場等からの
直接排出（Scope1）や，購入電力などが由来の排出量
（Scope2）と比較して，製品の消費段階などでの排出
（Scope3：2019年度で117.7百万トン）が圧倒的に大
きいこともあり，Scope3の排出量削減は極めて重要
な取組領域と位置付けております。自社のCO2削減と
並行して，バリューチェーン全体でのCO2削減を通じ
て，カーボンニュートラル社会の実現に貢献していき
たいと考えています。具体的取組としては，低炭素燃
料（バイオマス燃料やアンモニア・水素等）供給拡大，
再生可能エネルギー発電の拡大，お客様の化石燃料使

用量低減を可能とする環境配慮型商品・サービスの提
供等が挙げられます。当社グループ事業に関連するバ
リューチェーンは多岐にわたり，チェーン全体でCO2
の削減に貢献可能な領域は数多く残されていることか
ら，当社グループは，それらの領域での活動強化を通
じて，CO2削減に寄与していきます。
2. 2　将来に向けたポートフォリオ転換
当社は2050年カーボンニュートラル実現に向けて，
事業ポートフォリオの転換を進めてまいります。エネ
ルギー・マテリアルトランジションにより，化石燃料・
基礎化学品事業は，次世代燃料・マテリアル，サーキュ
ラービジネスに置き換えていきます。石油製品や石油
化学製品を供給していた製油所・事業所では，再エネ
やバイオマス・水素・アンモニアなどの低炭素燃料の
供給や，廃プラスチックのリサイクルなどのサーキュ
ラービジネス拠点に転換していく「CNXセンター化」
に取り組みます。
次世代モビリティ＆コミュニティ分野では，現在取

り組んでいる超小型EVやライフサ
ポートなど，サービスステーションの
業態転換を通じ，事業を成長させてい
きます。燃料油の販売拠点であるサー
ビスステーションでは，高齢化社会を
見据え，全国で約6,300か所のネット
ワークを「スマートよろずや」と称し
て超小型EVを軸とした新たなモビリ
ティビジネスや物流拠点としての活
用など地域固有の課題を解決するエ
コシステムのプラットフォームとし
て再構築していきます。
先進マテリアル分野では，リチウム

固体電解質・電子材料・機能化学品・
潤滑油・グリース・機能舗装材（アス
ファルト）・アグリバイオ等の領域で
開発・拡大をしてまいります。

３．出光の具体的な取組
2050年カーボンニュートラル実現
に向け，当社はバイオマス燃料（固
体・液体），アンモニア／水素，バイ
オ化学品，合成燃料（e-fuel）などの革
新的技術や，炭酸塩，廃プラスチック
リサイクルなどの循環型技術の社会
実装に重点的に取り組んでいきます。図－２　出光のポートフォリオ転換イメージ

図－１　出光の2050年カーボンニュートラル実現への挑戦
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様々な取組を具体的に検討していく中で，例えば以
下のような領域は当社グループの強みと認識していま
す。
○ 高い技術力と安全・安定操業を基盤とした製油
所・事業所
○ 豊富なメニューを有する再生可能エネルギー発電
（太陽光，地熱，バイオマス，風力）
○ 次世代蓄電池，全固体リチウム二次電池のキーマ
テリアルである固体電解質の開発
○ 既存エネルギーの供給・物流インフラやノウハウ
を活用した，低炭素エネルギーの供給（例：産油
国とのパートナーシップ，国内外でのタンカーに
よる物流，国内貯蔵施設等）
これらを最大限に活用することを想定し，次に挙げ
るような取組を行っております。
3. 1　CNXセンター化コンセプト
カーボンニュートラルの実現に向けてカギとなるの
は，コンビナート全体でのCNXセンター化です。つま
り，エネルギー製造拠点として長年操業してきた製油
所・事業所を，カーボンニュートラル実現のための拠
点に生まれ変わらせるということです。
出光グループの製油所・事業所は，高い技術力と安
全・安定操業のノウハウを持ち，危険物取扱いのプロ
フェッショナルとして長年，地域の人々とともに歩ん
できました。また，製油所・事業所の広大な敷地，大
型船が着桟できる桟橋，タンク群などのユーティリ

ティーは，バイオ燃料基地，水素・アンモニアの製造・
貯蔵基地，廃プラスチックのリサイクル等，CNXセン
ターとして生まれ変わるポテンシャルを有しています。
更には，リチウム電池材料の製造基地，太陽光パネル
のリサイクル基地としての活用も見込まれます。この
強みを再認識しながら，コンビナート全体でのCNX
センター化を進めます。
2050年に向けて，脱炭素化していく世の中をイメー

ジしながら，コンビナートを起点としたCNXを推進
し，エネルギー・マテリアルトランジションを進めて
いきます。
3. 2　SAFビジネスの実装
国際民間航空機関（ICAO）は2016年の総会にて

「CORCIA」という枠組みを設け，2021年以降，航空各
社にCO2の削減（ベースラインより増加した排出量の
オフセット）を義務付けています。航空業界における
世界的なCO2削減に向けた流れを受け，エアライン各
社ではSAF１）の本格導入に向けてサプライチェーン
の構築を進めています。
2021年10月現在，国産のSAFはまだ商用化されて
おらず，海外でもごく限られた企業での商用生産にと
どまっています。当社は，こうした代替航空燃料の供
給を重要な責務ととらえており，2025年時点でSAF
を10万kL供給開始することを目標として設定してい
ます。国内初の商業規模の製造事業を展開し，顧客へ
供給していきたいと考えております。SAF製造にあ

図－３　CNXセンター化コンセプト
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たっては，主にはバイオマスを
原料として想定しており，既
存のインフラを活用する想定
です。併せて，バイオ化学品へ
の展開も視野に入れた検討を
行っています。
3. 3　 廃プラスチックリサイク

ルチェーンの構築
これまで先進国のプラごみ
を受け入れてきたアジア新興
諸国の輸入規制など外部環境
の変化や，SDGs，ESG投資な
どで拡大するリサイクルプラ
スチックの利用ニーズに応え
ていくために，廃プラスチック
の資源価値を高めることで経
済的な資源循環を達成するこ
とが必要です。廃プラスチック
は，分解度の違いによりガス
化，油化等，様々な形でリサイ
クル可能です。熱分解や油化処
理を行ったうえで，当社の製油
所の装置にフィードすること
もできます。廃プラスチックリ
サイクルは，社会的ニーズが強
く，付加価値創出とCO2排出削
減が期待される技術です。
当社は，環境エネルギー㈱と，
当社千葉事業所における廃プ
ラスチックリサイクル事業の
実証検討を行っています。環境
エネルギー社の廃プラスチック分解技術と千葉事業所
の石油精製・石油化学装置を活用し，従来の技術では
再生困難だった混合プラスチックのリサイクルを目指
します。あわせて国内初の廃プラスチックのリサイク
ルチェーン構築を推進します。
原油精製からプラスチック製造までを一貫して行っ
ている当社は，その強みを活かし，先進的な廃プラス
チック油化によるリサイクルを実現することで，大き
な社会課題の解決に積極的に取り組んでいきます。
3. 4　 発電・産業部門へのCO2フリーアンモニアサプ

ライチェーンの構築
日本政府が2050年カーボンニュートラルの実現を
宣言するなか，その具体策のひとつとして，水素・アン

モニアに関する官民による取組が加速しています。当
社は昨年度，国土交通省のカーボンニュートラルポー
ト検討会に徳山事業所や愛知製油所，グループ製油所
が参画するなど，水素・アンモニアサプライチェーン
構築に向けた検討を進めるとともに，海外からのブ
ルー・グリーンアンモニア調達に向けた他社との協業
を検討してきました。
また，当社は㈱IHIと，徳山事業所においてアンモ

ニアサプライチェーン構築に向けた検討に共同で取り
組んでいます。徳山事業所の貯蔵施設・石油化学装置
などの既存設備を活用し，同事業所のアンモニア輸入
基地化，既設ナフサ分解炉等でのアンモニア混焼実証
を検討しています。また，今後，海外からのブルー・

図－４　SAF供給のイメージ

図－５　廃プラスチックリサイクルチェーンのイメージ
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グリーンアンモニアの輸入，
コンビナート他近隣事業所へ
のアンモニア供給を検討しま
す。両社の強みを活かして，世
界的にも先進的なアンモニア
サプライチェーンを早期に実
現することで，カーボンニュー
トラル社会の実現に貢献して
まいります。
アンモニア調達は中東・豪
州・北米を中心に，ブルー・グ
リーン限らず，選択肢の幅を広
げ調達することを考えていま
す。製油所の既存インフラを活
用して，輸入基地化，近隣コン
ビナート・他所転送等により，国内サプライチェーン
を構築してまいります。
3. 5　環境省委託事業「炭素循環社会モデル構築」
当社，東芝エネルギーシステムズ㈱，東洋エンジニ
アリング㈱，㈱東芝，日本CCS調査㈱，全日本空輸㈱
の６社は連携して，「持続可能な航空燃料（SAF）」を
製造する，P2C２）による炭素循環ビジネスモデルを検
討してきました。

この取組が2021年８月，環境省の委託事業に採択さ
れ，今後６社は地域のインフラや特徴を活かしてカー
ボンリサイクルを地域内で実現させ，脱炭素化の促進
と地域振興を両立させる検討を行います。具体的には，
各社が持つ知見・技術や関連するプラント設備等を活
かし，CO2の分離回収からSAF製造，消費までの全工
程について検討し，得られたデータ・知見を，地域に
おける炭素循環社会モデルに反映させ，事業成立性を

図－７　炭素循環社会のイメージ

図－６　アンモニアサプライチェーンのイメージ
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評価します。６社は本実証事業を通し，炭素循環に基
づくSAFサプライチェーンの商業化や，地域の活性
化の促進に貢献して参ります。当社は，SAFの認証制
度・規格調査，SAF混合設備および品質管理の基本計
画作成の役割を担っています。
3. 6　ブラックペレットの製造・供給
再生可能エネルギー発電と同様に，当社グループは
より低炭素なエネルギー供給を目指す上でバイオマス
燃料への取組を進めています。具体的には，石炭火力
発電所において，石炭と混焼することでCO2排出削減
が可能なバイオマス燃料であるブラックペレットの開
発に取り組んでいます。
ブラックペレットとは，木材を粉砕・乾燥して焙煎
処理し半炭化したもので，従来のホワイトペレットに
比べて耐水性・粉砕性などに優れ，石炭と同様に取り
扱うことができます。そのため，既存設備を改造せず
に石炭の使用量を減らし，再生可能エネルギーの使用
を増やすことができます。
2021年には徳山事業所に続き，千葉事業所でもボイ

ラーで石炭との混焼試験を実施しました。現在，2022
年商業生産の開始に向け準備を進めています。
2030年200万トンのブラックペレット供給を目指し，
ベトナム，マレーシア，インドネシア，タイなど東南
アジアを中心に製造拠点拡大を進めていく予定です。

４．カーボンニュートラルに向けた課題と出光の方針
ここまで述べてきたような各種の低炭素エネルギー
を世の中に安定供給していくにあたり，最も大きな
課題のひとつとして，コストが挙げられます。再生可

能エネルギーやバイオマス燃料は，やはり化石資源由
来のエネルギーと比較して高価です。また，例えば水
素は，燃料用途の他にも合成燃料の原料，燃料電池用
の燃料，そしてエネルギーキャリアとしての利用等，
用途が幅広く有用なアイテムと言えます。一方，グ
リーン水素３）を製造する際には再生可能エネルギー
由来の電気等を用いて水の電気分解を行う必要があり
ますので，化石燃料由来のグレー水素４）と比較してコ
ストが高くなることは明らかです。
出光グループとしては，業界を超えた連携などによ

る事業規模拡大，低炭素エネルギーバリューチェーン
の上流から下流までの適切なパートナー戦略，行政と
の議論などを通じたインセンティブ創出，そして社内
外問わず広くイノベーティブな技術を開発／獲得する
ことを通じ，低炭素エネルギー実装に向けて取り組ん
でいきます。
当社は2030年ビジョンで「責任ある変革者」を掲げ

ております。当社にはエネルギーの安定供給とともに，
社会課題の解決に取り組む責務があると認識しており，
気候変動という大きな課題に対して正面から向き合っ
ています。

──　注　　釈　──
１）  SAF：Sustainable Aviation Fuelの略で，原材料の
生産・収集から燃焼までの過程で，CO2の排出量
が少ない持続可能な供給源から製造されるジェッ
ト燃料を指します。

２）  P2C：CCU／カーボンリサイクル技術のひとつで
あるPower to Chemicals（P2C）は，再エネや再
エネ水素等を用いてCO2を環境価値の高い有価物
に再利用する技術であり，CO2の排出削減だけで
なく，再エネの普及拡大にも大きく貢献します。

３）  グリーン水素：水を再生可能エネルギー由来の電
気を用いて電気分解することで生産される水素の
ことです。電気分解を実現するためには電気が必
要ですが，グリーン水素を作るためのプロセスと
して，風力や太陽光などの再生可能エネルギーを
利用することで，副産物としての二酸化炭素を排
出させることなく水素を製造することができます。

４）  グレー水素：天然ガスや石炭等の化石燃料を原料
にして生産された水素です。この過程で発生する
二酸化炭素は大気中に放出されます。

写真－１　ブラックペレット
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１．はじめに
東京都では，世界の大都市の責務として，平均気温

の上昇を1.5℃に抑えることを追求し，2050年までに
二酸化炭素排出量を実質ゼロにすることを目指す戦略
「ゼロエミッション東京戦略」を2019年12月に発表した。
この2050年CO2排出実質ゼロに向け，都は行動の加

速を後押しするマイルストーンとして，都内温室効果
ガス排出量を2030年までに50％削減（2000年比）する
こと，再生可能エネルギーによる電力利用割合を50％
程度まで高めるなどの「ゼロエミッション東京戦略
2020 Update & Report」を2021年３月に策定し，「カー
ボンハーフ」の取組を強化させている。
また，東京都建設局ではCO2排出抑制技術として加

熱アスファルト混合物の中温化技術に注目し，道路管
理部と土木技術支援・人材育成センターを中心に平
成22年度から実用化に向けた検討を実施してきてい
る。上記カーボンハーフの趣旨を踏まえ，この中温化
技術の早期実用化に向け，取組を進めている。本稿で
は，この検討の経緯や現時点の状況，今後の課題や展
開などについて紹介する。

２．検討の経緯
この中温化技術は，加熱アスファルト混合物の締固
め性を向上させることで混合物の製造温度を低減させ

ても通常混合物と同程度の締固め度を確保でき，結果
としてCO2排出量の抑制が見込めるものである。
中温化技術を活用したアスファルト混合物（以下，

中温化混合物）の製造方式には大きく分けて「中温化
剤方式」と「機械式フォームド方式」の２つがある。中
温化剤方式は，プラントにて特殊添加剤を添加，混合
しアスファルトの粘度を一時的に低下させたりするも
のである。一方，機械式フォームド方式は，アスファ
ルトプラントに設置したフォームドアスファルト発
生装置によりアスファルトを発泡させ，微細泡のベア
リング作用により粘度を低下させるものである。
この中温化剤方式に関しては，主に発泡系，滑剤系，

粘弾性調整系といった複数の技術的手法が存在して
おり１），アスファルトプレミックスタイプやプラント
ミックスタイプなど様々な材料が製造メーカーから販
売されている（表－１）。

東京都における中温化技術の実用化に向けた検討
(Examination for Practical  Use of Asphalt Temperature Reduction Technology in 

Tokyo Metropolitan Government)

橋　本　喜　正*

東京都では，平均気温の上昇を1.5℃に抑えることを追求し，2050年までに，CO2
排出実質ゼロに貢献する「ゼロエミッション東京」の実現を目指し，都内温室効果ガ
ス排出量を2030年までに50％削減（2000年比）することなどを目標とする「カーボン
ハーフ」の取組を強化させている。
本稿は，東京都における舗装工事面からの二酸化炭素排出量実質ゼロに資する取
組として，平成22年度から東京都建設局で取組んできている中温化技術の実用化に
向けた検討について，検討の経緯や現時点の状況，今後の課題や展開などについて
紹介するものである。

特集・カーボンニュートラル

 * はしもと　よしまさ　東京都土木技術支援・人材育成センター技術支援課

方　式 種　類 適用範囲

中温化剤方式

発泡系

ほぼ全てのプラントで
対応可

粘弾性
調整系

滑剤系

機械式フォームド方式（発泡系） 発生装置設置
プラントのみ

表－１　中温化混合物の製造方式
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中温化技術を実用化するにあたり，舗装の耐久性
にかかわる品質が通常混合物と比較して同程度であ
り，都の定める品質規格値を満足することが求められ
る。しかし，この検証対象となる中温化混合物である
が，一概に中温化混合物と言っても中温化の方式・種
類別，密粒度アスファルト混合物，粗粒度アスファル
ト混合物，ポーラスアスファルト混合物といった混合
物の種類別，ストレートアスファルトやポリマー改質
アスファルトのようなアスファルトの種類別，さらに
はバージン混合物，再生混合物の別といったように，
混合物の種類は数多く存在している。
このため，代表的な中温化混合物を中心に複数年に
わたって網羅的に室内試験による品質の確認を行っ
てきた2, 3, 4, 5）。この内容については以下，「３．室内試
験による様々な中温化混合物の基礎的性状の把握」で
述べる。
これらの性状の確認の結果を総括すると，概ね東京
都の規格値を満足する混合物を製造可能であることが
明らかとなった６）。
また，この室内試験における検討結果を踏まえ，次
のステップとして現道における試験施工によって最終
的な技術検証を行うこととした。この内容については
以下，「４．試験施工による技術的検証」で述べる。

３． 室内試験による様々な中温化混合物の基礎的性状
の把握

3. 1　室内試験実施内容
中温化混合物の基礎的な性状の確認を行うため，平
成22年度から平成30年度にわたり室内試験を中心に
継続して調査を行った。
対象の混合物種類と中温化方式，室内試験項目を
表－２に一覧する。
先に述べたように，この室内試験における主な目
的は中温化混合物と通常混合物との比較，および中温
化混合物の種類別比較を主眼に，東京都の品質基準を
満足するのか，中温化混合物と通常混合物は同等かと
いった観点で実施した。
混合物の作製方法として，室内混合とプラント混合
の２種類を，混合物の種類として，新規と再生材，密
粒度，粗粒度，ポーラスの組合わせで８種類を，中温
化方式として，機械式フォームド方式と中温化剤方
式，またプラントミックス，プレミックスの違い，製
造メーカーの違いなどで23種類を対象として検討を
実施した。

表－２　検討対象混合物と試験項目一覧
年度（平成） 22 23 24 25 26 27 28 29 30 

●混合物の製造方法別
室内混合 ◎ ◎ ◎
プラント混合 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
対象工場数 1 5 2 7 2 3 

●混合物の種類（新規・再生別）

新　

規

密粒度AS（60/80） ◎
密粒度AS（40/60） ◎ ◎ ◎
密粒度AS（改質Ⅱ型） ◎ ◎ ◎ ◎
粗粒度AS（40/60） ◎
粗粒度AS（改質Ⅱ型） ◎ ◎ ◎ ◎
ポーラスAS（改質Ｈ型） ◎ ◎

再　

生

再生粗粒度AS（40/60） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
再生粗粒度AS（40/80） ◎
再生粗粒度AS（80/100） ◎

●中温化方式別

機械式フォームド
方式 Ｄ社f品 ◎

中
温
化
剤
方
式

プ
ラ
ン
ト
ミ
ッ
ク
ス

Ａ社e品 ◎ ◎ ◎ ◎
Ｂ社e品 ◎ ◎
Ｃ社e品 ◎ ◎ ◎
Ｄ社w品 ◎ ◎
Ｅ社m品 ◎
Ｆ社b品 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
Ｇ社s品 ◎ ◎ ◎ ◎
Ｈ社f品 ◎
Ｉ社r品 ◎
Ｄ社a品 ◎ ◎
Ｇ社f品 ◎
Ｊ社a品 ◎ ◎

プ
レ
ミ
ッ
ク
ス

Ｋ社c1品 ◎ ◎ ◎
Ｌ社a品 ◎
Ｃ社h品 ◎
Ｍ社e品 ◎
Ｄ社s品 ◎
Ｃ社l1品 ◎
Ｃ社l2品 ◎
Ｎ社p品 ◎
Ｎ社l品 ◎ ◎
Ｋ社c2品 ◎

●室内混合における試験種類

マーシャル試験 密度 ◎ ◎ ◎
安定度 ◎ ◎ ◎

圧裂試験　0℃ ◎ ◎ ◎
圧裂試験　20℃（再生） ◎
圧裂試験　60℃ ◎ ◎
ホイールトラッキング試験 ◎
カンタブロ試験（20℃） ◎
●プラント混合における試験種類

マーシャル試験 密度 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
安定度 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

圧裂試験　0℃ ◎ ◎ ◎ ◎
圧裂試験　20℃（再生） ◎ ◎ ◎
圧裂試験　60℃ ◎ ◎ ◎ ◎
ホイールトラッキング試験 ◎
●製造した混合物から回収したアスファルトの試験種類
アスファルト量 ◎
粒度 ◎

回
収
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
の
性
状
試
験

針入度 ◎ ◎ ◎

軟化点 ◎ ◎ ◎

伸度 ◎ ◎ ◎

引火点 ◎

加熱質量変化率 ◎

針入度残留率 ◎

密度 ◎ ◎

60℃粘度 ◎

加熱後60℃粘度 ◎

粘度比 ◎

高温粘度120～180 ◎

タフネス ◎ ◎

テナシティ ◎ ◎
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ここで，中温化混合物の目標混合（製造）温度と目
標締固め温度は，比較対象の通常混合物に対し平均マ
イナス30℃を目途として実施した。
これらの品質検討の総括として，検討した中温化混
合物は，密度（または空隙率）やマーシャル安定度，動
的安定度，圧裂強度比などの点から，混合物の製造方
法，混合物の種類，中温化方式の種類や添加方法など
に関わらず，都の混合物の品質規格を満足し，概ね通
常混合物と同等の性状であることを確認した。さらに，
中温化混合物から回収したアスファルトの性状につい
ても，試験対象すべてにおいて通常混合物と比較して
劣化度合いが低いことを確認した。
これら試験の詳細については，参考文献2, 3, 4, 5, 6）を

参照されたい。
3. 2　実施方針の整理
室内試験における検討結果を踏まえ，次のステップ
として現道における試験施工によって最終的な技術検
証を行うこととした。ただし，試験施工による検証は，
室内試験と異なり一度に複数の混合物や中温化方式の
検討を行えないため，優先順位を定めて実施すること
とした。
中温化方式であるが，装置が設置されていないプ
ラントでは製造できないものの，製造コスト面で優位
なこと，中温化剤方式よりCO2排出量が抑制できるこ
と，添加する材料が水のみであり，品質の安定性が期
待できることなどの理由から，機械式フォームド方式
を優先して検証することとした。

４．試験施工による技術的検証
4. 1　試験施工の概要
現道における試験施工として，機械式フォームド方
式で，また再生材よりも技術的に確立している新規混
合物を対象として実施した。
試験施工は，主要地方道東京所沢線（青梅街道）関
町南三丁目地内にて，上り・追越し車線を切削オー

バーレイにより，10㎝ 切削，表層，基層各５㎝ 厚で実
施した（図－１，２）。

試験施工で用いた混合物は，表－３に示す３種類で
ある。
区分のうち，「標準」は比較対象で，中温化技術を用
いていない通常混合物である。「施工性改善」は，製造
温度は標準と同じであるが，フォームド技術を用い
て製造した混合物で，施工性改善を図ったものである。
「中温化」は，フォームド技術を用いて，温度を標準よ
り20℃下げて製造した混合物である。この３種類の混
合物を用いて隣接する３工区にて各80m程度の延長

武蔵野市

杉並区

中野区

練馬区

施工現場

青海街道

中央線
新宿吉祥寺

図－１　試験施工箇所位置図

図－２　試験施工箇所

出典：国土地理院ウェブサイト MAPを加工して作成

区　分 グラフ名称 層 混合物の種類 中温化製造 製造・施工温度

標準 標準
表層 ポーラスAs混合物（H型，13）

- 通常温度
基層 粗粒度As混合物（改質Ⅱ型，20）

施工性改善 改善
表層 ポーラスAs混合物（H型，13）

機械式フォームド 通常温度
基層 粗粒度As混合物（改質Ⅱ型，20）

中温化 中温
表層 ポーラスAs混合物（H型，13）

機械式フォームド 通常温度
-20℃基層 粗粒度As混合物（改質Ⅱ型，20）

表－３　試験施工に適用した混合物種類
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で施工し，製造した混合物と現場における舗装にて比
較検証を行った。
なお，施工時期は，基層が2020年９月８日～10日，
表層が同年９月29日～10月１日であった。
4. 2　実施した試験
実施した試験項目を表－４に示す。
現場試験は施工の３か月後に実施し，各試験は外側
車輪通過部（以下OWP），内側車輪通過部（以下IWP），
中間部（以下BWP）の３か所で実施した。
室内試験は，試験施工において区分ごとに練り落とし
混合物を採取し，通常混合物および施工性改善混合物
は現場における締固め推奨温度で，中温化混合物はこの
温度から20℃低減で供試体を作製し，試験を実施した。

4. 3　試験結果
試験結果については，紙面の都合上，都の基準値が
存在するものや，すべり抵抗等安全性に関連するもの，
わだち掘れやひび割れといった舗装の耐久性に関連の
高い主要な試験のみ抜粋して掲載する。他の試験など
詳細については，令和３年度発行の土木技術支援・人
材育成センター年報７）を参照されたい。
4. 3. 1　現場試験結果
⑴　現場透水試験
現場透水試験結果は図－３のとおりである。各区分

における現場透水量であるが，すべての区分で基準値
の1,000㎖ /15sec以上を満足しており，ほぼ同等の値と
なった。
⑵　すべり抵抗試験（DFT 60㎞ /h）
すべり抵抗試験（DFT 60㎞ /h）結果は図－４のと
おりであるが，動的摩擦係数は，ほぼ同等と考えられ
るレベルであった。なお，40, 50㎞ /hでも，また振り子
式スキッドレジスタンステスタによるBPNもほぼ同
様の傾向であった。

4. 3. 2　室内試験結果
⑴　ホイールトラッキング試験（t＝50㎜ ）
ホイールトラッキング試験結果は図－５のとおりで
ある。動的安定度DSは，表層・基層ともすべての混合
物が基準値の3,000回/㎜ 以上を満足し，6,000回/㎜ を
超える結果であった。動的安定度は6,000回/㎜ 以上の
場合，測定誤差や読み取り誤差を考慮すると1.5倍程
度の差がある場合でなければ明確な有意差は得られに
くいといわれており８），表層と基層で傾向が異なるも
のの，中温化は，標準と比較し，耐流動性に大きな差
がないと考えられる。

試験区分 試験名

現場試験
現場透水量試験

すべり抵抗試験

室内試験

ホイールトラッキング試験

カンタブロ試験

標準マーシャル安定度試験

水浸マーシャル安定度試験

圧裂試験

曲げ試験

曲げ疲労試験

表－４　試験項目
2,000

1,500

現
場
透
水
量
（
㎖
／
15
s）

1,000

500

0
標準

基準値
1,000 以上

OWP BWP IWP

改善 中温

0.50

0.40

動
的
摩
擦
係
数
（
µ6
0）

0.30

0.20

0.10

0
標準

OWP BWP IWP

改善 中温

15,000

10,000

動
的
安
定
度
D
S（
回
／
㎜
）

5,000

0

基準値
3,000 以上

表層

標準 改善 中温

基層

標準 改善 中温

図－３　現場透水試験結果

図－４　すべり抵抗試験（DFT 60㎞ /h）結果

図－５　ホイールトラッキング試験結果
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⑵　マーシャル安定度試験
標準マーシャル安定度の試験を図－６に，水浸マー

シャル試験結果を図－７に，残留安定度を図－８に示す。
表層混合物のマーシャル安定度は，すべての混合物
で約5kNと，ほぼ同程度の値であった。ポーラスアス
ファルト混合物の基準値である4kN以上を満足する
結果であり，中温化は，標準と同程度の安定度である
と考えられる。

基層混合物のマーシャル安定度においても，すべて
の混合物で約13～15kNと，ほぼ同程度の値かつ，粗
粒度混合物の基準値である10kN以上を大きく満足す
る結果であり，中温化物は，標準と同程度の安定度で
あると考えられる。
残留安定度は，基層の中温化混合物の残留安定度が

若干低いものの，表層・基層すべての混合物が基準値
の75%を上回っており，概ね同等と判断できる結果で
あった。
⑶　曲げ疲労試験
曲げ疲労試験結果は図－９のとおりである。表層混
合物では，標準と中温化を比べると，400µのひずみの
条件では中温化が最も破壊時の回数が多いが，600µ，
800µの条件下では逆に，標準混合物が最も多い結果で
あった。

基層混合物では，400µのひずみの条件では中温化が
最も破壊時の回数が多いが，600µ，800µの条件下では
逆に，標準が最も多い結果であった。
このように，試験条件のひずみの増加に伴う混合物

の破壊回数の傾向は，一様ではなくバラツキがみられ
た。破壊位置の判別が難しかったことが，試験結果に
バラツキが生じた一因と考えられ，バラツキを考慮し
て評価すると，中温化は，標準と同程度の疲労抵抗性
を有していると推察される。
4. 3. 3　試験施工結果総括
本検討では，バージン混合物を用いた機械式フォー

ムド方式の検証を行ったが，一部今後のデータの蓄積
による検証が必要な部分もあったものの，中温化，施
工性改善ともに標準混合物と品質上大きな差異はなく，
都の品質基準値のある試験については全て基準値を満
足していた。
このため，今回検証を行ったバージン混合物を用い
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図－６　マーシャル安定度試験結果

図－７　水浸マーシャル安定度試験結果

図－８　残留安定度結果

図－９　曲げ疲労試験結果
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た機械式フォームド方式による混合物は，全体として
は標準混合物と概ね同等の品質が確保でき，標準的な
適用が見込める混合物であると考えられる。
試験施工箇所については，引き続き，現場の路面性
状追跡調査により供用性の把握を継続していく予定で
ある。
なお，本試験施工での結果は，東京都と日本アス
ファルト合材協会の共同研究にて行った成果をとりま
とめたものである。

５．今後の検討課題
本検討では，バージン混合物を用いた試験施工を対
象として検証を実施したが，今後は使用ボリュームの
多い再生混合物についても試験施工を実施し，品質を
検証する予定である。
また，品質の検証はもちろんのこと，現場での運用が
円滑に進むよう，中温化混合物の製造・施工の方法や，
材料の品質等を基準化することが今後の課題である。
このほか，中温化混合物の製造面の効率化，実効性
の向上の課題がある。

現在の都における舗装工事で用いられるアスファ
ルト混合物は，ほぼアスファルト事前審査制度の審査
対象混合物が使用されている。中温化混合物は現在審
査対象混合物としての認定を受けておらず，使用する
場合には工事ごとに基準試験や試験練り等の確認が
必要となり，現場の監督員や施工会社の負担が大きく
なるとともに，この活動分のCO2排出量も増加する。
このため，本成果を踏まえ，この効率化や実効性の

向上が期待できるアスファルト事前審査制度の審査対
象混合物として適用できるよう検討を進めていく予定
である。

６．おわりに
2050年までの「ゼロエミッション東京」の実現と

「カーボンハーフ」への取組にあたり，この中温化混合
物の実用化は，舗装工事面からのアプローチとして大
きな期待を担っていると考える。
先に述べたように，まだまだクリアすべき課題はあ

るが，ひとつひとつ着実に検討を重ね，早期の実用化
に向けて進めていく予定である。
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１．はじめに
2021年３月に閣議決定された「地球温暖化対策の推
進に関する法律の一部を改正する法律案」では，2050
年度までに温室効果ガスの排出実績ゼロ（カーボン
ニュートラル）の目標が掲げられ，2021年４月には，
2030年度に2013年度比で46％減とする中期的な目標
が設定された。
道路舗装業界では，加熱アスファルト混合物（以
下，加熱混合物）を主要材料として大量に使用してい
る。わが国における2020年度の加熱混合物の製造数量
は41,449千t１）であり，加熱混合物の製造にともない
1,558.5千t２）のCO2を排出している。当面は2030年度
に2013年度比で46％のCO2排出量削減に向けて，加
熱混合物の製造にともなうCO2排出量の削減を推進し
ていく必要がある。
また，図－１は一般的な加熱混合物のCO2原単位の

内訳を素材と製造の視点から示したものである。製造
時におけるCO2排出量が全体の約60％を占めており，
その大部分が骨材の乾燥・加熱に使用する化石燃料に
よるものである。
そこで，本文では，CO2排出量の削減の余地が最も
大きい加熱混合物製造時の化石燃料消費量を削減する
ための当社における取組みについて紹介する。
加熱混合物製造時の化石燃料消費量を削減する技

術には，製造温度を低減する中温化技術，CO2原単位
の小さい代替燃料の活用，より低燃費な機材への転換，
乾燥・加熱する骨材の含水比の低減などがある。
以下，これらの技術の概要とアスファルト合材工場

に導入した場合の効果について述べる。

２．機械式フォームドアスファルトによる中温化技術
本技術は，高温のアスファルトに水を１～３％程

度添加・混合することで，アスファルトをフォーム
ド（泡）化させ，見掛けの粘性を下げ，通常よりも製造
温度を低減することが可能な技術である。フォームド
アスファルト発生装置の概略図を図－２に示す。アス
ファルトに水と合わせて発泡補助剤を添加・混合する
ことで，泡同士の結合・肥大化を防ぎ，アスファルト
中に微細泡を多量に残存させ，長時間に渡りベアリン
グ効果が発揮できるように改良している。
図－３は密粒度アスファルト混合物（13）（ストレー

アスファルト合材工場におけるCO2排出量削減の取組み
(Approaches to Reduce CO2 Emissions in Hot Mix Asphalt Plants)

山　下　晋　仁*

わが国における温室効果ガス排出量の削減目標は，2030年度に2013年度比で46％
減とする中期的な目標が設定された。これを受けてアスファルト合材工場において
も，加熱アスファルト混合物の製造にともなうCO2排出量の削減を推進していく必
要がある。
本文では，加熱アスファルト混合物製造時の化石燃料消費量を削減する取組みと
して，製造温度を低減する中温化技術，CO2原単位の小さい代替燃料の活用，より低
燃費な機材への転換，乾燥・加熱する骨材の含水比の低減などについて，その概要
と導入効果を紹介する。

特集・カーボンニュートラル

 * やました　くにひと　前田道路株式会社　機材部

図－１　加熱アスファルト混合物のCO2原単位の内訳
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トアスファルト60～80）の締固め温度と締固め度の
関係を示したものである。フォームドアスファルトを
用いた混合物は，通常混合物に比べて締固め温度を約
30℃低減させても，通常混合物と同等の締固め度を確
保することができることから，製造温度を約30℃低減
することが可能である。製造温度を約30℃低減した場
合のCO2排出量は，図－４３）に示すように約14％削減
できる。

３．代替燃料の活用
3. 1　Ａ重油代替燃料
本技術は，骨材乾燥・加熱燃料であるA重油の代

替燃料として，CO2原単位の小さい木質タール，廃グ
リセリンおよびストレートベジタブルオイル（以下，
SVO）などのバイオマス燃料を活用するものである。
木質タールは，主に森林の間伐材，剪定材などを原

料とした木質バイオマスコージェネレーションから副
産物として生成される。廃グリセリンは，使用済みの
植物性油脂などからバイオディーゼル燃料（BDF）を
製造する過程で副産物として発生する。SVOは，使用
済みの植物性油脂から不純物と水分だけを取り除い
たものである。これらのバイオマス燃料は，化石資源
と比べ短いサイクルで再生可能な資源であり，「カー
ボンニュートラル」の概念に基づいた場合，CO2排出
量を削減できる有用な燃料となる。ただし，バイオマ
ス燃料は，発生場所が限定されるため，導入できるア
スファルト合材工場も限定される。
表－１は，木質タール，廃グリセリンおよびSVOの物

理性状例をA重油とともに示したものである。木質ター
ル，廃グリセリンおよびSVOは，A重油と比較して同
一温度における粘度が非常に高くなっている。また，こ
れらは製造装置や材料等の影響で性状が変動するため
安定的な燃料ではない。そのため，これらを燃料として
ポンプで定量供給し，バーナへ送り燃焼させる際には，
従来の化石燃料と同じ方法では燃焼が不安定になる。

そこで，図－５に示す改良型バーナを導入し，この
燃焼システムでバイオマス燃料を活用している。改良
型バーナは，バイオマス燃料の気化を促進させるため，
火種であるファイヤボールを大きく高温にするととも
に，バイオマス燃料を安定供給できるよう二流体ノズ
ル方式を採用している。
表－２は，燃料として木質タールとA重油を30：70
の割合，廃グリセリンとA重油を30：70の割合，SVO

表－１　Ａ重油代替燃料の物理性状例

項　目
密　度
（15℃）
（g/㎤  ）

動粘度
（50℃）
（㎟  /s）

真発熱量
（MJ/ℓ）

CO2原単位
（㎏ -CO2/ℓ）

木質タール 1.127 36.4 31.13 0.00※

廃グリセリン 1.006 33.9 24.95 0.00※

SVO 0.915 36.1 34.18 0.00※

A重油 0.842  2.1 36.04 2.71

※カーボンニュートラルの概念に基づく値

図－２　フォームドアスファルト発生装置の概略図

図－３　締固め温度と締固め度の関係

図－４　混合物の製造温度とCO2排出量の関係３）
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とA重油を30：70の割合で，それぞれ使用して加熱
混合物を製造した場合のCO2排出量を，A重油100％
で加熱混合物を製造した場合と比較したものである。
木質タールの場合は約26％，廃グリセリンの場合は約
25％，SVOの場合は約28％のCO2排出量の削減効果
が期待できる。

3. 2　都市ガス
本技術は，骨材乾燥・加熱燃料をA重油から都市ガ
スに転換するもので，専用の燃焼装置などの設備投資
を要するが比較的容易に導入可能である。代表的なガ
ス燃料である都市ガスは，CO2排出量が熱量換算でA
重油の2.71t-CO2に対して1.95t-CO2であり，約28％の
CO2排出量が削減できる。
ただし，導入可能なアスファルト合材工場が都市ガ
スの供給可能な地域に限定されるという制約がある。

４．蓄熱燃焼式脱臭炉への転換
本技術は，アスファルト合材工場の設備である直接
燃焼式脱臭炉を蓄熱燃焼式脱臭炉に転換し，燃料消費
量を削減するものである。
脱臭炉は，都市部のアスファルト合材工場において，
アスファルト再生骨材および新規骨材をドライヤで
加熱する際に排出される排ガス中の臭気成分を，脱臭
バーナで燃焼させ脱臭する装置である。そのため，稼
働に伴い多量に燃料を消費する。
これまで一般的に採用されてきた直接燃焼式脱臭炉

は，700～750℃程度の高温で臭気成分を燃焼し，脱臭
処理後の排ガスの熱を熱交換器で一部回収しているも
のの，350℃程度の高温状態の排ガスが無効な熱とし
て大気中に放出される。
一方，蓄熱燃焼式脱臭炉は，800℃以上の高温で臭気
成分を燃焼し，脱臭処理後の高温の排ガスが持ってい
る熱エネルギーを蓄熱体に蓄え，順次熱交換を行うこ
とで，大気中に放出される排ガス温度が130℃程度に
低減される。
表－３に直接燃焼式脱臭炉と蓄熱燃焼式脱臭炉の仕

様，図－６に蓄熱燃焼式脱臭炉の概略図，写真－１に
蓄熱燃焼式脱臭炉の外観を示す。

表－３　脱臭炉の仕様

表－２　A重油代替燃料のCO2排出量削減効果

燃料の種類 CO2排出量
（㎏ -CO2/t）

CO2排出量
削減率（％）

A重油100% 25.91 －

木質タール30%＋A重油70% 19.20 25.9

廃グリセリン30%＋A重油70% 19.46 24.9

SVO30%＋A重油70% 18.54 28.4

項　目 直接燃焼式 蓄熱燃焼式

静圧制御 １系統 ２系統

ドライヤ排ガス温度（℃） 180 180

炉内温度（運転前）（℃） 25（常温） 800

炉内温度（運転中）（℃） 750 830

昇温温度（℃） 725 30

排気温度（℃） 350 130

廃熱回収率（％） 47 82

図－５　改良型ドライヤバーナ

図－６　蓄熱燃焼式脱臭炉の概略図

写真－１　蓄熱燃焼式脱臭炉の外観
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直接燃焼式脱臭炉は，稼働時に炉内温度を25℃から
750℃まで昇温するため多量の燃料を必要としていた。
蓄熱燃焼式脱臭炉は，炉内に配置した蓄熱体の働きに
より炉内温度が800℃に保たれているため，昇温温度
が30℃程度で済み廃熱回収率も82％と高いことから
燃料消費量を大幅に削減することができる。
表－４は，蓄熱燃焼式脱臭炉による臭気低減効果を

示したものである。脱臭後の臭気指数は，アスファル
ト合材工場を設置している県の規制値33を十分に満
足している。
表－５は，蓄熱燃焼式脱臭炉と直接燃焼式脱臭炉の

燃費を比較したものである。燃費は加熱混合物の製造
１t当たりのA重油消費量を示している。蓄熱燃焼式
脱臭炉は，直接燃焼式脱臭炉に比べて燃費を1/6程度
に削減できる。

５．骨材含水比の低減
本技術は，骨材の含水比を加熱前の貯蔵中に低減さ
せ，乾燥・加熱時の燃費を下げるものである。
図－７は，骨材合成含水比とA重油消費量の関係例
を示したものである。骨材合成含水比が高くなるとA
重油消費量が多くなる傾向にあり，骨材の中でも入荷
時に含水比が高い細骨材の含水比を低減することで，
骨材合成含水比を低減できA重油消費量を削減できる。

表－６は，骨材ストックヤードで含水比を低減させ
るための対策例を示したものである。なお，写真－２
にストックヤード底部の暗渠排水の例を示す。
これらの対策により，加熱混合物に使用する骨材の

合成含水比が１％低減した場合，A重油換算で0.8ℓ/t
の燃料消費量が削減できる。

６．おわりに
アスファルト合材工場では，2030年度に2013年度

比でCO2排出量を46％削減する中期的な目標に向け
て，既存の低炭素化技術を有効活用するとともに，新
たな低炭素化技術も積極的に導入していく必要があ
る。さらに，2050年度のカーボンニュートラルに向け
て，化石燃料から水素などのCO2を排出しない燃料や
再生可能エネルギーへの転換を進めていく必要がある。

──　参考文献　──
１） （一社）日本アスファルト合材協会：アスファル
ト合材統計年報【令和２年度】，2021年８月

２） （一社）日本アスファルト合材協会：合材製造
業におけるBaU二酸化炭素排出量推計調査概要，
2021年８月

３） （一社）日本道路建設業協会ホームページ：
http://www.dohkenkyo.net/pavement/meisyo/
tyuon.html

排ガスの種類
臭気指数

脱臭前 脱臭後 減少値

再生ドライヤ 40 26 -14

新規ドライヤ 30 25 -5

脱臭方式 燃費（ℓ/t）

蓄熱燃焼式 0.5

直接燃焼式 3.0

含水比の低減対策

①屋根材の透明化

②雨天時のシート掛け

③山積み材料の上部から使用

④ 細骨材１種類に対して２箇所のヤードを確保し，乾いた方か
ら使用

⑤底部に暗渠排水（砕石敷詰）設備を設置

⑥底部に排水勾配を設置

表－４　臭気低減効果

表－６　ストックヤードでの細骨材含水比の低減対策例

表－５　脱臭炉の燃費

図－７　骨材合成含水比とＡ重油消費量の関係例

写真－２　ストックヤード底部の暗渠排水の例
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１．はじめに
カーボンニュートラルに向けた民間企業に期待され
る役割として，商用ベースとした持続可能な材料の開
発がある。こうした材料を公共構造物に活用するため
には，既存の材料・工法との費用対効果，持続可能性
の検証結果などが要求される。カーボンニュートラル
の工程表では，「開発フェーズ」，「実証フェーズ」，「導
入拡大・コスト低減フェーズ」，「自立商用フェーズ」
が設定されており２），道路舗装は，供用期間が数十年
と長いため，従来技術であるアスファルト舗装と比較
検証するためには，長期間が必要となる。
上記の問題を解決するために，著者らはアスファルト

の代替材料として舗装に適用可能な植物由来の材料を
用いたバインダ（以下，開発品）を開発し3, 4），アスファ
ルトと組み合わせて供用性能を評価することで，舗装
としての耐久性を評価する手法を試みた。開発品は，ア
スファルト混合物のように容易に製造・施工が可能で
あるが，アスファルト混合物とは異なり，供用温度領域
において感温性が低い。また，植物由来の材料は一般的
に水に対する耐性が低いことあるいは加水分解や生分
解性などの化学反応が生じやすいなどの課題があるが，
開発品は水および油に対する耐性が，アスファルトより
も著しく高く，骨材に非常に強く結合する。これらの特
性を活かし，交通量の多い道路や港湾施設の道路で実
用性を検証し，10年以上の供用実績により，アスファル

ト舗装と同程度の耐候性や耐久性があることを実証し
た。本稿では，舗装材料として植物由来材料の開発経緯，
適用状況，導入拡大に向けた新たな利用方法やアスファ
ルトを使用しない舗装材料の開発状況について述べる。

２．植物由来材料の設計方法
アスファルト舗装に用いられるアスファルトは，舗

装材料として欠かせない性能である長い延長でもひび
割れず，支持基盤が変形してもひび割れることなく追
従することができる。このような舗装に適した材料で
あるためには，アスファルトの特性である応力緩和性
能が重要と考えられる。
図－１に舗装の破壊モードと材料設計による対策を

示す。このフローに基づき舗装の破壊形態を想定する
ことにより植物由来材料をいくつか選定し，化学組成
や物理性状の改良など試行錯誤の末，舗装に適した特
性を有するものを得た。さらに，この材料について後
述する利用方法として適切な性能を付与させるために，
分子量，分子構造，粘度および軟化点を調整し表－１
に示す３グレードを開発した。開発品はすべてバイオ
マス度が80%以上である。開発品はアスファルトほど
の応力緩和性能を有していないが，アスファルトと組
み合わせて舗装として許容される程度に応力緩和性能
を付与させるとともに，分子構造および舗装構造的に
も延性破壊しないように設計している。

再生可能資源を利用した舗装材料の開発と実用例
(Development and Plactice of Pavement Materials Utilizing Renewable Resources Deriving from Plants)

曲　　慧*・平　戸　利　明**

2050年カーボンニュートラルの目標を実現するため，自動車産業，エネルギ―産
業，化学産業など各産業にて再生可能資源へのシフトが着実に進められている。舗
装分野においても，低炭素社会を実現するための舗装材料，舗装工法の開発が進め
られている１）。その取り組みのひとつとして，道路舗装材料への持続可能な材料の
適用がある。本報では，持続可能な材料として植物由来の材料で製造するバインダ
を開発し，さらに開発したバインダの特性を活用し舗装の耐久性向上を図ることで，
素材と長寿命化の両面から低炭素舗装を実現した事例について紹介する。

特集・カーボンニュートラル

 * きょく　けい　東亜道路工業株式会社　技術研究所　主任研究員
 ** ひらと　としあき　東亜道路工業株式会社　技術研究所　第二研究室室長
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３．植物由来の材料の特長
図－２に開発品の合成イメージを示す。開発品は，

骨材との接着強度が著しく高い特徴がある。さらに，
開発品は，分子間相互作用として水素結合を有してお
り，他の石油樹脂と比べ，比較的に低軟化点でありな
がら，変形抵抗性が著しく高い。このことから，転圧
して密度を確保するアスファルト舗装と同様の温度域
で問題なく施工可能となり，供用温度付近では非常に
高い強度を発現することができる。さらに，原材料と
しての植物は広く入手可能で，容易に調達することが
できる。

４．開発品の材料特性と材料物性
表－２に開発品とアスファルトの材料特性の比較を
示す。開発品はアスファルトと比較して，温度による

強度変化が少なく，耐水性や耐油性にも非常に高い抵
抗性を示す。また，開発品は単独としても利用可能で
あるが，アスファルトと混合して利用することも可能
である。熱可塑性という観点から，リサイクル可能と
考えられる。
表－３に開発品の代表物性を示す。一般的なポリ

マー改質アスファルトの針入度や軟化点とは異なるが，
薄膜加熱試験ではアスファルトと同程度の熱安定性を
有している。さらに，開発品をアスファルトと混合し
たものあるいは単独で使用するバインダは，改質Ⅱ型
と180℃粘度が同程度となるように設計しているため，
一般的な改質アスファルト混合物と同様な温度域で混
合物の製造および施工が可能である。

表－１　開発品のグレード

表－３　開発品A，B，Cの代表物性

表－２　開発品とアスファルトの比較

図－１　舗装の破壊モードに対応する設計方法

図－２　開発品の合成イメージ

項　目 A B C

適用方法 アスファルト
と組み合わせ 単独 単独

利用方法 混合物用
バインダ

床版の
接着防水材

混合物用
バインダ

バイオマス度 80％以上

植物由来材料 添加材 開発品+

項　目 アスファルト 開発品

強度 △ 〇（調整可能）

耐候性 〇 〇

耐水性 〇 〇

耐油性 × 〇

リサイクル性 可 可

試験項目 開発品

軟化点 ℃ 80～100

針入度（25℃） 1/10㎜ 0～20

薄膜加熱質量変化率 % 0.6以下

薄膜加熱針入度残留率 % 65以上

引火点 ℃ 260以上

密度 g/㎤  0.9程度

延性破壊 流動変形 骨格破壊

環境劣化

温度による体積変化

界面剥離

環境劣化

材料破壊

収縮引張

繰返し載荷

衝撃

分　類 原　因 現　象 対　策

高軟化点

メッシュ構造の構築

改質材の添加

凝集性の改善

分子量の調整

ソフトセグメントの導入

可塑剤の添加

疲労破壊

脆性破壊
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５．舗装における植物由来材料の適用事例
ここでは，開発品を用いた舗装材料の概要，材料構
成と特性および適用事例について述べる。
5. 1　高安定性アスファルト混合物
5. 1. 1　概要
ポリマー改質アスファルトにはⅠ型からⅢ型まであ
り，重交通路線の程度に応じて適用しているが，駐車
場やヤード舗装では，ポリマー改質アスファルトでも
塑性変形抵抗性が不足するため，半たわみ性舗装や樹
脂系舗装が利用されている。アスファルトをポリマー
により改質することで混合物の高温時の変形抵抗性を
高めることができるが，半たわみ性舗装まで剛性を上
げるためにポリマーの添加量をさらに多くする必要が
あり，施工性を両立させることが難しい。そこで，開
発品Aとポリマー改質アスファルトを混合しハイブ
リッド化することで供用温度域の剛性を高めた高安定
性アスファルト混合物（以下，高安定性アスコン）を
開発した３）。
5. 1. 2　材料構成
ハイブリッドバインダは開発品Aとポリマー改質ア

スファルトを1：4の比率で混合したものである。表－
４にハイブリッドバインダの性状，写真－１にハイブ

リッドバインダの蛍光顕微鏡による観察写真を示す。開
発品Aはアスファルトに溶解しないため，バインダ中で
小さな球状で分散した状態として観察される。
高安定性アスコンは，プラントにおいてアスファル

ト混合物を製造する際に，ミキサ内に開発品Aを投入
しプラントミックスして製造する。この時，開発品A
は骨材と熱交換することによって溶融し，混合物中で
アスファルトと混合する。
5. 1. 3　高安定性アスコンの特性
図－３に示すように，高安定性アスコンは半たわみ

性混合物に匹敵する動的安定度を示す。ただし，高安
定性アスコンと半たわみ性混合物は，試験の変位計測
限界値（0.01㎜ ）に達しており，エポキシアスファルト
も含めて当該試験では正確には評価できてないが，優
れた塑性変形抵抗性を有することが伺える。
また，写真－２に高安定性アスコンとポリマー改質

アスファルトⅡ型混合物（以下，改質Ⅱ型混合物）を
ソックスレー抽出した後の骨材を示す。改質Ⅱ型混合
物は原型を留めないが，高安定性アスコンは原型を
しっかり留めている。可撓性樹脂である開発品Aは，
分子末端に骨材のシリカ（SIO2）成分と結合しやすい
官能基を持つため，骨材表面に吸着し，骨材の接点を

表－４　ハイブリッドバインダの代表性状

写真－１　ハイブリッドバインダの顕微鏡写真 写真－２　ソックスレー抽出した供試体

図－３　ホイールトラッキング試験結果
100μm

ソックスレー
抽出

抽出前 抽出後

改質Ⅱ型 高安定性

48h

10,000

100,000

D
S（
回
／
㎜
）

粗面SMA

1,000

100
ストアス 改質Ⅱ型 エポキシ 高安定性 半たわみ

試験項目 ハイブリッド
バインダ

軟化点 ℃ 75.5

伸度（15℃） ㎝ 54

針入度（25℃） 1/10㎜ 35

タフネス（25℃） N・m 25.1

薄膜加熱質量変化率 % 0.08

薄膜加熱針入度残留率 % 82.9

引火点 ℃ 325

密度 g/㎤  1.02



28 ASPHALT

繋ぎ止めると考えられる。また，開発品Aは抽出溶剤
にも溶けないため，形が残ったものと推察される。混
合物中では，開発品Aは改質アスファルトによりさら
に骨材骨格が安定化される。
5. 1. 4　施工事例
高安定性アスコンは，アスファルト混合物と比較し
て，流動変形抵抗性が著しく高いため，大型車両の駐
車場，バスロータリー，物流センターの舗装あるいは
コンテナヤードなど重荷重のかかる場所で利用するこ
とができる。写真－３に高安定性アスコンの舗装場所
の状況を示す。これまでにすでに50万㎡ 以上施工し
ており，バインダを5.5%と想定し，さらにバイオマス
度を考慮すると500t以上の植物由来の材料を使用し
たことになる。これまでの施工実績によりハイブリッ
ドバインダは加水分解や生分解などが生じないことを
確認している。

5. 2　高剛性アスファルト舗装
5. 2. 1　概要
道路橋における鋼床版上の一般的なアスファルト舗装

は，基層にグースアスファルト混合物，表層に密粒度ア
スファルト混合物が使用される。特に夏期の気温が高い
時期では，グースアスファルト混合物が軟化し，荷重支
持性能が低下するため，鋼床版に大きなひずみが生じる。
ひずみ軽減を目的に，鋼床版舗装の基層部に鋼繊維補強
セメントコンクリート（以下，SFRC）が構築されるケー
スがある５）。しかしながら，SFRCの施工はコンクリート
の打設と養生で昼夜連続規制などの長時間に及ぶ交通
規制が必要となり，疲労損傷が課題となる重交通路線
での施工が困難となっている。そこで，交通規制時間が
短くかつ気温の高い夏期においても剛性の低下が従来
のアスファルト舗装より少ない，高剛性アスファルト舗
装を構築することで，交通荷重により鋼床版に生じるひ
ずみを低減する鋼床版補強工法を開発した6，7）。この工
法では，開発品Bを床版と舗装の接着防水材，さらに開
発品Aをアスファルト混合物に用いることで，鋼床版と
舗装を一体化させた高剛性アスファルト舗装を実現した。
5. 2. 2　舗装構成
高剛性アスファルト舗装の舗装構成は，基層部に高

い剛性を有する高剛性アスファルト混合物（以下，高剛
性混合物）を用いて，鋼床版と強固に接着させることを
特徴とする。表層用混合物に，高剛性混合物でも使用可
能であるが，要求される走行性能に応じて混合物を選
定できる。表－５に高剛性アスファルト舗装の使用材料，
図－４に舗装構成を示す。鋼床版とアスファルト混合物

写真－３　高安定性アスコンの使用状況 図－４　高剛性アスファルト舗装の舗装構成

表－５　高剛性アスファルト舗装の使用材料

駐車場

駅ロータリー

配送センター

コンテナヤード タックコート 接着防水層 プライマー

80㎜
表　層

高剛性混合物

項　目 内　容

プライマー エポキシ系プライマー：0.25㎏ /㎡ +硅砂：
0.75㎏ /㎡ 

接着防水材 開発品B：２㎏ /㎡ 

基層 高剛性混合物（バインダに対して開発品Aが45%）

タックコート PKM-T：0.4L/㎡ 

表層 一般的なアスファルト混合物
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の接着材として一般的にアスファルト系プライマーが
使用されるが，高温になると接着力が低下し，混合物と
鋼床版の界面ですべりが生じる可能性がある。そこで，
高剛性アスファルト舗装では，プライマーから基層部の
全てに高温でも剛性の高い材料を選定し，鋼床版に強
固に接着させることで，鋼床版補強を図っている。
5. 2. 3　材料と混合物特性
開発品Aの配合量を増やすほど剛性が高くなるが，
樹脂としての性質が高くなり，温度収縮膨張が顕著と
なる。鋼床版補強を目的とした場合，高安定性アスコン
より，さらに剛性を上げる必要があるため，配合可能
な最大量を検討した結果，開発品Aの添加量をバイン
ダ量に対し45％に設定した。この高剛性混合物の供用
温度における剛性を把握するため，曲げ疲労試験によ
り各温度における複素弾性率を計測した。図－５に示
すとおり，通常のアスファルト混合物が20℃の時に示
す複素弾性率と60℃の時に高剛性アスファルト混合物
が示す複素弾性率が同程度となる。
さらに，開発品Bを鋼床版と高剛性アスファルト混
合物の接着材とすることで低温から高温まで高強度で
接着させている（図－６参照）。

5. 2. 4　鋼床版の補強効果
大型車交通量，実橋の路面温度データ，室内での載

荷試験結果を基にFEM解析して推定した各混合物の
弾性係数および輪荷重走行試験と実交通路線での疲労
損傷度が等価となるように算出した等価軸数を用いて
累積損傷度を算出した。疲労寿命の定義は，疲労き裂
が部材を貫通するまでの寿命とした。詳細については
既報を参照されたい。図－７にこれらの弾性係数を用
いた累積損傷度の計算結果を示す。荷重モデルの設定
条件により疲労寿命は大きく異なるが，デッキプレー
ト貫通き裂の評価位置に着目すると，高剛性混合物を
基層に用いることで，一般的なグースアスファルト混
合物と比較して3.1倍の寿命比となる６）。
開発品の特長を最大限に活用し，アスファルトでは

達成できない高剛性な材料により鋼床版の補強効果が
得られる舗装材料となる。

5. 2. 5　適用事例
「常磐自動車道山元～岩沼間舗装工事」における阿
武隈大橋Ⅱ期線の鋼床版に高剛性アスファルト舗装を
施工した８）。表－６に施工概要，写真－４に施工状況
を示す。本工事では接着防水材として，アスファルト
ではなく植物由来の材料（開発品B）を使用した。
今後は，高剛性アスファルト舗装による鋼床版の補強

効果を含め，舗装としての耐久性を調査する予定である。

図－６　引張接着試験の結果

図－５　複素弾性率の測定結果

図－７　各月の累積損傷度の計算結果

表－６　施工概要
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項　目 内　容

工事名 常磐自動車道阿武隈大橋Ⅱ期線

計画交通量 25,272台／日・方向（大型車混入率23.65%）

舗装 アスファルト舗装t=75㎜ 

舗装施工日 2020年９月７～19日

施工規模 橋長：534.3m，面積：5,200㎡ 
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5. 3　植物由来の舗装材料
5. 3. 1　概要
これまでは，植物由来のバインダをアスファルト
と混合した適用例について紹介したが，ここではアス
ファルトを使用しない開発品Cを用いた舗装材料の適
用事例について述べる９）。
5. 3. 2　材料と混合物特性
開発品Cは，開発品AやBよりも低温可撓性を大き

く改善しており低温でも脆性破壊しにくい。
高安定性アスコンでも示したとおり，開発品Cを用
いた混合物は，塑性変形抵抗性に優れているため，通
常のホイールトラッキング試験における動的安定度
が最大値に達する。また，写真－５に開発品Cと改質
Ⅱ型をそれぞれ使用した混合物を水浸ホイールトラッ
キング試験により比較した結果を示す。改質Ⅱ型でも
剥離するような骨材を用いても，開発品Cは剥離を生
じないことから，耐水性も非常に高いことが分かる。 
写真－６に開発品Cと改質Ⅱ型をそれぞれ用いた舗

装に2Lの灯油を噴霧した後，直ちに２tフォークリフ
トのタイヤで２回往復させて，混合物の耐油性を評価
した結果を示す。改質Ⅱ型混合物は灯油でアスファル
トがカットバックされ，骨材飛散が見られたが，開発
品C混合物は灯油にカットバックされず，灯油が乾燥
した後は元の状態に戻る。

5. 3. 3　施工事例
本開発品Cを用いた密粒度混合物（13）を高速道路

サービスエリアの大型車駐車場にて試験施工を行い，
実路における長期耐久性等を評価した。
開発品Cは，セメントコンクリートのように一定間

隔に目地を設置することで，応力緩和を図る必要が
ある。試験施工では，舗設後に施工延長方向中央部に
カッター目地を挿入し，アスファルト系注入目地材を
注入した。写真－７に施工目地の設置と施工完成状況
を示す。施工２年後の追跡調査では，わだち掘れと表
面粗さの測定を行った結果，わだち掘れによる変形お
よび油漏れによる表面粗さはほぼ観察されなかった。
施工１年半後から，基層で観察されたひび割れ部と同
じ位置でリフレクションクラックが見られた。剛性の

写真－４　施工状況

写真－６　開発品Cの耐油性評価結果

写真－５　開発品Cの耐水性評価結果
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高いセメントコンクリート舗装では，版厚により荷重
支持性能を確保しているため，開発品についてもこの
ような構造設計方法を検討する必要がある。

６．おわりに
これまでの検討により，すでに植物由来の材料を実
際の舗装材料として実証フェーズを終え，導入拡大を
図っている。今後も様々な植物由来材料が舗装材料と
して研究開発されていくと考えられるが，今回紹介し
た材料は，汎用性が高く，骨材との高い接着性を有し
ていること，さらに従来のアスファルト舗装と比較し
高い耐久性を有していることから，植物由来の材料の
利用だけではなく付加価値を高めた素材として有効
性が高いものと考えられる。また，CO2の固定化の観
点からも重要と考えられる。ただし，本開発品をアス
ファルトの100%代替として適用する方法あるいはリ
サイクル方法といった課題が残されているため，今後
はこれらの課題の解決に取り組む所存である。
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写真－７　施工目地の設置状況と施工完成状況
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１．はじめに
わが国では，2020年10月の第203回臨時国会におい

て2050年までに温室効果ガスの排出を国全体として
ゼロにする「2050年にカーボンニュートラル，脱炭素
社会の実現を目指すこと」が宣言された。これを受け
各省庁からは，カーボンニュートラル・脱炭素社会の
実現のための様々な施策が打ち出されている１）。
道路建設分野に関係する取り組みとしては，インフ
ラ長寿命化による省CO2の推進，省CO2に資する材料
等の活用促進・技術開発，建設施工分野におけるICT
施工の推進，革新的建設機械の導入拡大，道路のイン
フラサービスの省エネ化（道路照明のLED化）， 質を
重視する建設リサイクルの推進などの取り組みが国土
交通省から打ち出されている２）。
筆者らは，「省CO2に資する材料等の活用促進・技

術開発」に対応する技術として，アスファルト混合物
に使用する舗装用石油アスファルトを植物由来の樹
脂である「リグニン」で置換する技術の開発を実施し

ている。本稿では，アスファルトの一部をリグニンで
置換したアスファルト混合物（以下，バイオアスコン）
の性状を確認した結果とバイオアスコンのCO2排出原
単位の試算結果を報告する。

２．リグニンの概要
2. 1　リグニンの概要３）

リグニンは，セルロースやヘミセルロースととも
に木材の細胞壁を構成する成分のひとつであり，木材
の質量の２～３割程度を占めている。細胞壁において，
セルロースは結晶化することで微細な繊維を形成し，
ヘミセルロースはこの繊維を架橋する役割を果たして
いる。リグニンはセルロースとヘミセルロースの隙間
を充填しつつ結合させ，細胞壁を強固にする働きをし
ていると考えられている（図－１参照）。
またリグニンは，フェニルプロパン単位がランダム

に酸化重合してできた芳香族系高分子化合物であり，
地球上でセルロースに次ぎ２番目に多量に存在する有

アスファルトの一部をクラフトリグニンで置換した
“バイオアスファルト混合物”の開発

(The Development of the Bio-Asphalt Mixture Utilizing Kraft Lignin Derivatives to Replace a 
Portion of the Asphalt Binder)
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開発を行っている。これまでに筆者らは，バイオアスファルト混合物の動的安定度
や疲労ひび割れ抵抗性が一般的なアスファルト混合物と同等であることを確認して
おり，今後は，より置換率を高めてアスファルト混合物のカーボンニュートラル化
を目指す所存である。
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機化合物であると言われている５）。しかし，構造が複
雑で多様であることなどからマテリアル利用は十分に
行われていない５）。
2. 2　製紙工程で排出されるクラフトリグニン
リグニンは紫外線により茶褐色に変色する性質があ
る。このためリグニンは，製紙工程でパルプを抽出す
る際に黒液として分離された後，黒液に含まれる薬液
などから分離され副産物として排出される。この工程
では水酸化ナトリウムと硫化ナトリウムなどで高温高
圧処理を行う“クラフト法”が広く用いられており，ク
ラフト法由来のリグニンを“クラフトリグニン”と呼ぶ。
図－２に示すようにクラフトリグニンは，クラフト

法で排出される黒液に含まれており，燃焼することで
熱エネルギーとして回収されるのが一般的である。
製紙工程で排出されるクラフトリグニンのほとんど
はサーマルリサイクルに用いられているが，より付加
価値のある利用法が求められている。クラフト法では
クラフトリグニンの分解反応や縮合反応などが生じる

が，クラフトリグニンは一般に天
然リグニンに比べ分子量が小さく，
フェノール性水酸基を多く含んで
いるなどの特徴を有する（図－３）。
なお，製紙工程で排出されるCO2
は，製品である紙に付与される。そ
のためクラフトリグニンの製造工程
のCO2排出原単位は，クラフトリグ
ニン抽出工程（黒液からリグニンを
抽出）で排出される77.0㎏ -CO2/t（原
油換算：29.4リットル／t×2.619㎏ -
CO2／リットル）のみとなる。一方

で，クラフトリグニンには炭素が約60%含まれており８），
クラフトリグニン１tは2,200㎏ のCO2を吸収して炭素と
して固定していると考えられる（１t×60%×44/12※
=2,200㎏ ）。（※CO2/Cの分子量＝44/12）
2. 3　 海外でのアスファルト舗装へのリグニンの適用

事例
海外においては，アスファルト混合物に使用される

アスファルトとの置換やアスファルト混合物の性状向
上などの目的でリグニンを用いる研究開発が行われて
いる。
オランダのHolding de Vier Ambachten社と

Wageningen大学は，リグニンを用いたアスファルト
ビチューメンに関する研究を実施しており９），クラフ
トリグニンでアスファルトビチューメンの半分を置換
したアスファルト混合物で歩道や車道を施工してい
る10）。また，カナダのFPInnovations社でも同様に，ア
スファルトの一部をクラフトリグニンで置換したアス
ファルト混合物の実用化に向けた研究を行っている11）。

図－１　細胞壁の構造の概念４）

図－２　クラフト法を用いた製紙工程の簡略図６）を元に作図
図－３　 針葉樹由来のクラフトリグニン
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